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当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63号）

に基づいて作成しております。 

 
１【四半期財務諸表】 

(1)【四半期貸借対照表】 

（単位：百万円） 

 
前事業年度 

（平成25年３月31日） 
当第１四半期会計期間 

（平成 25年６月 30日） 

資産の部 

流動資産 

現金及び預金 1,991,839 1,853,958

営業未収入金 213,771 228,143

有価証券 131,000 114,600

たな卸資産     10,606     8,826

銀行代理業務未決済金 32,468 －

その他 31,463 60,235

貸倒引当金 △ 1,435 △ 1,578

流動資産合計 2,409,713 2,264,185

固定資産 

有形固定資産 

建物（純額） 921,559 912,276

土地 1,244,380 1,244,368

その他（純額） 99,679 92,627

有形固定資産合計  2,265,618  2,249,272

無形固定資産 66,758 64,012

投資その他の資産 

その他 67,324 75,872

貸倒引当金 △ 2,906 △ 2,965

投資その他の資産合計 64,417 72,907

固定資産合計 2,396,795 2,386,191

資産合計 4,806,509 4,650,377
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（単位：百万円） 

 
前事業年度 

（平成25年３月31日） 
当第１四半期会計期間 
（平成25年６月30日） 

負債の部 

流動負債 

営業未払金 40,511 48,177

未払金 251,233 136,543

銀行代理業務未決済金 － 41,505

生命保険代理業務未決済金 10,312 9,103

未払法人税等 3,951 1,299

預り金 312,666 273,395

郵便局資金預り金 1,280,000 1,280,000

賞与引当金 84,424 21,390

店舗建替等損失引当金 431 415

その他 98,878 92,937

流動負債合計 2,082,410 1,904,768

固定負債 

退職給付引当金 2,157,310 2,166,275

役員退職慰労引当金 265 －

店舗建替等損失引当金 198 198

繰延税金負債 100 99

その他 23,148 23,295

固定負債合計 2,181,022 2,189,869

負債合計 4,263,433 4,094,637

純資産の部 

株主資本 

資本金 100,000 100,000

資本剰余金 300,000 300,000

利益剰余金 143,076 155,739

株主資本合計 543,076 555,739

純資産合計 543,076 555,739

負債純資産合計 4,806,509 4,650,377
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(2)【四半期損益計算書】 

【第 1四半期累計期間】 

（単位：百万円） 

 

 

営業収益 

郵便業務等収益 407,649 

銀行代理業務手数料 155,911 

生命保険代理業務手数料 92,109 

その他の営業収益 7,161 

営業収益合計 662,832 

営業原価 605,259 

営業総利益 57,572 

販売費及び一般管理費 45,536 

営業利益 12,035 

営業外収益  

 受取賃貸料 2,923 

 その他 1,843 

 営業外収益合計 4,766 

営業外費用  

賃貸費用 1,686 

その他 377 

 営業外費用合計 2,064 

経常利益 14,737 

特別利益  

 移転補償料 84 

その他 0 

特別利益合計 84 

特別損失  

減損損失 2,023 

その他 171 

特別損失合計 2,194 

税引前四半期純利益 12,626 

法人税、住民税及び事業税 △ 15,050 

法人税等調整額 △ 1 

法人税等合計 △ 15,051 

四半期純利益 27,678 

 
当第１四半期累計期間 

（自 平成25年４月１日 
  至 平成25年６月30日） 
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【注記事項】 

（四半期貸借対照表関係） 

偶発債務に関する事項 

一部の借入郵便局局舎の賃貸借契約については、当社がその全部又は一部を解約した場合において、貸主から解約

補償を求めることができる旨を契約書に記載しております。解約補償額は、貸主が郵便局局舎に対して投資した総額

のうち、解約時における未回収投資額を基礎に算出することとしておりますが、平成 25年６月 30日現在、発生する

可能性のある解約補償額は次のとおりであります。 

前事業年度 

（平成 25年３月 31日） 

当第１四半期会計期間 

（平成 25年６月 30日） 

114,975 百万円 123,296 百万円 

なお、当社の都合により解約した場合であっても、局舎を他用途へ転用する等のときは補償を減額することから、

全額が補償対象とはなりません。 

 

（四半期損益計算書関係） 

   当社は、事業の性質上、営業収益に季節的変動があり、上半期に比し、下半期の割合が多くなる傾向があります。 

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係） 

当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期累計期間

に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。 

 当第１四半期累計期間 

（自 平成25年４月１日 

 至 平成25年６月30日） 

減価償却費 23,367 百万円 

 

（株主資本等関係） 

当第１四半期累計期間（自 平成 25年４月１日 至 平成 25年６月 30日） 

配当金支払額 

決  議 
株式の 

種類 

配当金の総額

(百万円) 

１株当たり 

配当額(円) 
基準日 効力発生日 

配当の 

原資 

平成25年６月28日 

定時株主総会 
普通株式 15,015 3,753.87 平成25年３月31日 平成25年６月28日

利 益 

剰余金 
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（セグメント情報等） 

【セグメント情報】 

当第１四半期累計期間（自 平成 25年４月１日 至 平成 25年６月 30日） 

１．報告セグメントごとの営業収益及び利益又は損失の金額に関する情報 

（単位：百万円）   

 報告セグメント 

 郵便事業 郵便局事業 計 
その他 合計 

営業収益 

外部顧客に対する営業収益 407,653 255,178 662,832 － 662,832

セグメント間の内部営業収益 2,678 41,448 44,127 － 44,127

計 410,332 296,627 706,959 － 706,959

セグメント利益又は損失（△） △ 5,815 17,850 12,035 － 12,035

（注）一般企業の売上高に代えて、営業収益を記載しております。 

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容（差異

調整に関する事項） 

（単位：百万円） 

利益 金額 

報告セグメント計 12,035

「その他」の区分の利益 －

セグメント間取引消去 －

四半期損益計算書の営業利益 12,035

 

 

（１株当たり情報） 

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、次のとおりであります。 

 当第１四半期累計期間 

（自 平成25年４月１日 

  至 平成25年６月30日） 

１株当たり四半期純利益金額 円 6,919.65

（算定上の基礎）  

四半期純利益 百万円 27,678

普通株主に帰属しない金額 百万円 －

普通株式に係る四半期純利益 百万円 27,678

普通株式の期中平均株式数 千株 4,000

（注）なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないので記載しておりません。 

 

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 
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２【その他】 

該当事項はありません。 

 


